
 

令和７年５月３０日  
柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会  
 会長 品田 善司様  

資源エネルギー庁  
原子力立地政策室／原子力広報室長 前田 博貴  

 
「柏崎刈羽原子力発電所の安全性を一層高めるための要望書」  

への回答について 

 
 平素より、原子力行政に御理解・御協力をいただき、ありがとうございます。

令和７年４月９日付けをもって要請のありました上記要望書について、下記の

とおり回答します。 

 
記  

【 要請内容 】  
１（１）エネルギー安全保障に対する原子力政策について（経済産業省、資源エ

ネルギー庁）  
 長期化するロシアのウクライナ侵攻、イスラエルとパレスチナの紛争、さらに

アメリカの政権交代などの世界情勢は、環境・エネルギー問題に深刻な影響を及

ぼしており、我が国をはじめ政界経済の混迷の度を深め、エネルギー価格や物価

の高騰、電力の安定供給などが引き続き大きな問題となっています。 
 国は、次期エネルギー基本計画の中で、エネルギー安全保障に重点を置いた

政策の再構築を進めるとともに、グリーントランスフォーメーション（GX）や

デジタルトランスフォーメーション（DX）の進展による電力需要の増加やカー

ボンニュートラルの実現に向けて対応する必要があるとしています。 

 こうした中で、国はエネルギー政策に関する説明会を県内各地で実施してい

ますが、住民理解が十分進んでいるとは言えない状況にあると言わざるを得ま

せん。 

 ついては、 

① エネルギー政策と経済政策を一体的に捉えながら、持続可能な社会の実現

に向けて脱炭素エネルギーの安定供給と省エネルギー推進のための具体的

な政策を、説明・周知していただきたい。 

② エネルギー政策の基本的視点である「S＋３E」の国民的理解をさらに深め

る活動を進めるとともに、教育課程での取組を検討していただきたい。 

③ 高レベル放射性廃棄物の最終処分の見通しを、国民に丁寧に説明していた

だきたい。  



【 回答 】 

１．（１）について 

ロシアによるウクライナ侵略等を契機としエネルギー安全保障上の要請が高

まっており、化石燃料への過度な依存から脱却し、エネルギー危機にも耐え得

るエネルギー需給構造への転換を進めていくことが重要です。 

また、国際的に遜色のない価格で安定したエネルギー供給が不可欠であり、

エネルギー政策と経済政策を一体的に捉え、脱炭素電源の確保を進めていくこ

とも重要です。 

そのため、住宅等の省エネ化などによる徹底した省エネルギーに加え、ペロ

ブスカイト太陽電池の社会実装加速化などによる再生エネルギー導入や、既設

炉の再稼働などによる原子力発電の活用など、エネルギー安全保障に寄与し脱

炭素効果の高い電源を最大限活用することが必要不可欠です。 

こうした政府の政策について、全国各地で説明会・意見交換会の開催や、ホ

ームページを通じた情報発信、紙面やＳＮＳなど複数のメディアを組み合わせ

た広報活動に取り組んできているところですが、引き続き、多様な手段を通

じ、国民の皆様に丁寧な説明を尽くし、立地地域はもとより、電力消費地を含

めた幅広い御理解を得られるよう、粘り強く取り組んでいきます。 

  

令和７年２月に閣議決定された「第７次エネルギー基本計画」においても、

安全性を大前提に、エネルギー安定供給を第一として、経済効率性の向上と環

境への適合を図るというＳ+３Ｅの原則をエネルギー政策の要諦として維持し

ています。 

このＳ+３Ｅの重要性について、幅広い国民の皆様に「じぶんごと」として

御理解いただくことは大変重要です。 

そのため、資源エネルギー庁ホームページにおいて、各電源の特徴をはじめ

様々なテーマや基礎用語を解説した記事を定期的に配信するほか、エネルギー

問題への理解を深める動画も配信するなど、様々な取組みを進めています。 

教育課程においても、原子力を含むエネルギーや環境問題についての知識な

どを児童・生徒が身に付けていくことは重要です。全国的な教育課程の基準で

ある学習指導要領においても、社会科や理科などの教科で、環境やエネルギー

に関する課題や、水力・火力・原子力などからエネルギーを得ていることを知

ることなど、エネルギーに関する内容が記載されていると承知しています。資

源エネルギー庁としては、先生方がエネルギーに関する授業を行う際に役立

つ、学習指導要領に準拠した副教材の開発や、授業展開例の紹介など各種コン

テンツをホームページや紙媒体などを通じて提供するとともに、全国各地でエ



ネルギー教育に取り組む教員等の創意工夫や自発的な取組を支援してまいりま

す。 

 

高レベル放射性廃棄物の最終処分については、将来世代に先送りできない国

家的課題です。 

足下、北海道寿都町
す っ つ ち ょ う

・神恵内村
か も え な い む ら

、佐賀県玄海町
げ ん か い ち ょ う

の全国３町村において処分地

選定に向けた文献調査プロセスが進められており、北海道２地域に続き本年４

月には佐賀県玄海町において第１回目の「対話を行う場」を開催する等、地域

の皆様にご理解いただくべく、丁寧に取組を進めていきます。 
また、全国のできるだけ多くの地域が地層処分事業に関心を持ち、文献調査

を受入れていただけるよう、全国での説明会（２０１７年開始以降、昨年度末
時点で 204 回開催）や地方公共団体を個別訪問する全国行脚（２０２３年開始
以降、昨年度末時点で 203 自治体を訪問）の実施等を通じ、国主導の働きかけ
を強化していきます。 

これらの取組を通じ、可能な限り早期に最終処分地に関する目処がつけられ

るよう、国が前面に立って取組を進めていくとともに、これらの取組につい

て、次世代を担う若年層向けの理解活動などを実施しているところですが、引

き続き、様々な場を通じて、国民に丁寧に説明してまいります。 

 

 今後とも、日本のエネルギー安定供給を支えてこられた地域の声をしっかり

と受け止めつつ、今後のエネルギー政策の検討に活かしていきたいと考えてい

ますので、よろしくお願いいたします。 



ｈｈｈ 



 
 

 
 

 

柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会  

会長  品田  善司  殿  

内閣府政策統括官（原子力防災担当）  

 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所の安全性を一層高めるための 

要望書に対する回答について 

 

 

 

 令和７年４月９日付け文書にてご要望のありました標記の件については、別添のとおり

回答いたします。 

 

  

【 機 ２ 】 保 存 期 間 １ 年 未 満  
令 和 ７ 年 ５ 月 ２ １ 日 
要 望 回 答 
内 閣 府 （ 原 子 力 防 災 担 当 ）  



 
 

 
 

（別添）  

１ （２）実効性のある広域避難計画策定への支援と施設整備について（内閣府、原子力規制委員会） 

新潟県、柏崎市、刈羽村など関係機関による住民参加の原子力防災訓練が、令和元

(2019)年から毎年実施されており、本年１月には冬期では初となる複合災害を想定した住

民参加による広域避難訓練も行われました。 

柏崎刈羽地域では、毎年のように大雪による道路の渋滞や停電が発生しており、降雪

などの自然災害と原子力災害が複合的に発生した際の安全な住民避難は大きな課題で

あり、国が前面に立って実効性のある避難計画策定と施設整備を進めることが必要です。 

ついては、 

①  複合災害への対応方針を明確化するとともに、より実効性のある避難計画の策定の

ため、新潟県、柏崎市、刈羽村に対する全面的な支援をお願いしたい。 

②  広域避難のための道路整備について、新潟県や立地自治体の意向を十分に考慮す

るとともに、除雪、排雪、融雪施設等の整備拡充をお願いしたい。 

③  原子力発電所を標的としたテロ対策等についての法整備等を検討していただくととも

に、放射線防護施設、設備などの整備拡充と食料品等の備蓄への支援をお願いした

い。 

 

（回答）  

柏崎刈羽地域では、現在、関係省庁や関係自治体等が参画する「柏崎刈羽地域原

子力防災協議会」の枠組みの下、「柏崎刈羽地域の緊急時対応」の取りまとめに向け

て検討が進められております。 

複合災害への対応方針については、防災基本計画の原子力災害対策編に定められ

ております。これを踏まえ、人命の安全を第一とし、自然災害による人命への直接的なリ

スクが極めて高い場合等には、自然災害による避難行動をとり、自然災害に対する安

全が確保された後に、原子力災害に対する避難行動をとることを基本的な考え方とし

て、緊急時対応（案）においても記載がなされております。 

広域避難のための道路整備や、除雪、排雪、融雪施設等の整備拡充については、昨

年９月の原子力関係閣僚会議で確認された方針に基づき、昨年１１月に関係府省と新



 
 

 
 

潟県による「協議の枠組み」が立ち上がっております。今後も、この枠組みの下で、関係

省庁と連携し、避難路等の取組を進めてまいります。 

原子力発電所のテロ対策については、原子炉等規制法に基づき防護措置を義務付

けられていると承知しています。また、原子力災害時には、原子力災害対策特別措置法

等に基づいて住民の皆様の安全確保を第一として、政府、関係自治体一体となって対

応に取り組みます。 

放射線防護対策施設については、対象を従来の１０キロ圏内から３０キロ圏内に拡

大するとの新たな方針のもと、新潟県内のＵＰＺ全域で整備を進めていきます。更に、学

校体育館等の避難所となる施設の放射線防護対策について、調査費を確保し、新潟県

とともに調査・検討を開始します。 

食料品等の備蓄への支援については、能登半島地震を踏まえ、孤立が生じた場合で

も屋内退避を継続できる環境を整備するための備蓄物資（水・食料・簡易トイレ等）の充

実など、関係自治体が行う取組への支援に取り組んでおります。 

原子力災害への備えに「終わり」はなく、常に改善・見直しを継続することが重要で

す。引き続き、地域が抱える課題について、関係省庁や関係自治体と緊密に連携し、一

つ一つ解決していきます。 



ｈｈｈ 
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 令和７年４月９日付「柏崎刈羽原子力発電所の安全性を一層高めるための要望

書」について、別紙のとおり回答します。 

 

 

 

令和７年５月３０日 

原子力規制庁 長官官房地域連絡調整室  

                              室長 竹内 淳   
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                                     【別紙】 

 

１ 国に対して 

 

( 2 )実効性のある広域避難計画策定への支援と施設整備について(内閣府、原子力規制委

員会) 

新潟県、柏崎市、刈羽村など関係機関による住民参加の原子力防災訓練が、令和元

( 2019 ) 年から毎年実施されており、本年 1月には冬季では初となる複合災害を想定し

た住民参加による広域避難訓練も行われました。 

柏崎刈羽地域では、毎年のように大雪による道路の渋滞や停電が発生しており、降雪

などの自然災害と原子力災害が複合的に発生した際の安全な住民避難は大きな課題であ

り、国が前面に立って実効性のある避難計画策定と施設整備を進めることが必要です。 

ついては、 

  

① 複合災害の対応方針を明確化するとともに、より実効性のある避難計画の策定のた

め、新潟県、柏崎市、刈羽村に対する全面的な支援をお願いしたい。 

   

③ 原子力発電所を標的としたテロ対策等についての法整備等を検討していただくととも

に、放射線防護施設、設備などの整備拡充と食料品等の備蓄への支援をお願いした

い。  

  

 

( 3 )原子力発電事業への規制、監視について(原子力規制委員会、原子力規制庁) 

柏崎刈羽原子力発電所のテロ対策の不備が相次いだ問題で、原子力規制委員会は令和 3 

(2021）年 4月に同原発の核燃料の移動を禁じるなどの是正措置命令を出しました。 

その後、自律的な改善が見込める状態になったとして令和 5 (2023)年 12 月に命令は解

除されましたが、今後も継続した監視が必要です。 

ついては、 

 

① 新規制基準適合性審査の結果などについて、地域住民に対するわかりやすい丁寧な説

明と適時適切な情報提供をお願いしたい。  

 

② 原子力発電所の安全性を高めるため、高経年化した設備や長期間使用されていない施

設の維持管理に関する監視の強化をお願いしたい。 

 

③ 不適合事案の再発を防止するため、原子力発電事業者に対し、更なる規制の強化をお

願いしたい。 
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【１（２）①について】 

〇 複合災害の際には、人命の安全を第一とし、自然災害による人命への直接的なリスクが

高い場合等には、自然災害に対応した行動をとり、自然災害に対する安全が確保された

後、原子力災害に対する避難行動をとることを基本とするという考え方で対応すること

となります。 

 

〇 一方、原子力災害対応を進める上では、原子力災害の特殊性を考慮しつつ、自然災害対

応との連携を強化することが極めて重要と考えています。 

 

〇 特に、複合災害時に屋内退避を効果的に運用するためには、物資の供給、避難所の耐震

化、医療等の人的支援等の面で自然災害への備えと連携した対応が重要であり、原子力

防災担当部局とともに関係省庁との更なる連携強化を進めてまいります。 

 

〇 また、避難計画等の見直しに際しては、地域原子力防災協議会等の場において、原子力

災害対策指針等に照らして、その具体化・充実化の支援を引き続き行ってまいります。 

 

 

 

【１（２）③について】 

〇 我が国の原子力施設のテロ対策については、原子炉等規制法に基づき、テロリストの侵

入を阻止するための様々な防護措置を義務付けています。また、それらの防護措置は国

際的な基準（ＩＡＥＡの核物質防護に関する勧告文書等）を踏まえ事業者に規制として

要求しています。 

 

〇 具体的には、施設の周辺に立入制限区域、周辺防護区域及び防護区域という三重の境界

を設け、それぞれの境界に沿ってフェンス、センサー、監視カメラ等を設置させるとと

もに、入域に際して本人確認や爆発物検知などを行わせています。 

 

○ 加えて、警備員による巡視の実施、サイバーセキュリティ対策として外部からの通信ア

クセスの遮断等も要求しており、事業者の防護措置が適切に行われていることを原子力

規制検査を通じて継続的に確認するなど、厳格に事業者の規制の遵守状況を確認して参

ります。 

 

【１（３）①について】 

○ 原子力施設等に係る規制の厳正かつ適切な実施を任務とする原子力規制委員会としては、

自らが行った科学的・技術的判断について、国民に対して、丁寧で分かりやすく説明を

していくことが重要と考えています。 

 

○ 新規制基準適合性に係る許可処分を行ったプラントについては、これまでも、地元自治

体からの要望も踏まえ、地元自治体や住民を対象とした説明会において、規制庁職員が

分かりやすい資料を用いて審査結果の説明を行っています。 
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○ 特に新潟県においては、令和 6 年度は 7 月から 8 月にかけて 7 会場の住民説明会におい

て、柏崎刈羽原子力発電所 7 号機の審査結果や健全性確認の結果等についての説明を行

いました。 

 

○ 今後とも、丁寧で分かりやすい説明と適時適切な情報提供に努めていきたいと考えてお

ります。 

 

 

 

【１（３）②について】 

〇 長期停止中の柏崎刈羽原子力発電所を含め、原子力規制委員会は、設備が高経年化して

いるかに関わらず、原子力安全に係る安全上の重要度に応じて、事業者の保安活動が適

切に行われているかどうかを原子力規制検査で確認しております。 

 

○ また、運転開始後 30 年を超える発電用原子炉を長期間停止する場合には、事業者は、通

常の保全に加え、長期的な劣化に関する技術的な評価を行い、その結果に基づいて必要

な劣化管理を実施することが求められており、その実施状況については原子力規制検査

で確認します。 

 

 

 

【１（３）③について】 

○ 令和２年度に柏崎刈羽原子力発電所で発生した核物質防護に係る事案に関しては、再発

防止のため事業者に改善措置計画の策定を求め、その実施状況を追加検査で確認し、改

善が図られたことなどから令和５年 12 月に追加検査を終了しています。 

 

○ 一方、核セキュリティ事案の未然防止を徹底させるため、令和４年度から柏崎刈羽原子

力規制事務所に核物質防護対策官を配置するなど、事業者の核セキュリティ対策の実施

状況を日常的に監視することとしており、引き続き規制活動の強化を図ってまいります。 

 

以上 

 









ｈｈｈ 



 

 
防 第  ２ ８  号 の ２ 
令和７年（２０２５年）５月２２日 

 
柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会 
 会長 品田 善司 様 

 
                       柏崎市長 櫻 井 雅 浩    

 
柏崎刈羽原子力発電所の安全性を一層高めるための要望書について（回答） 

 
 令和７（２０２５）年４月９日付けで御要望いただいたことについて、下記のとおり回答い

たします。 
 

記 
 
１ 要望内容及び回答 
（１）実効性のある避難計画の策定について 
   新潟県は、平成３１（２０１９）年に原子力災害広域避難計画を策定し、以来毎年、柏

崎市や刈羽村など関係機関による住民参加の原子力防災訓練を実施しています。また、令

和３（２０２１）年から５年連続で冬季原子力防災訓練に取り組み、避難計画の実効性の

向上と住民の対応力を高める努力を重ねています。 
ついては、 

   ① 住民避難の実効性を高めるため、様々な条件下での訓練の継続と避難する住民や支

援にあたるスタッフの生活を守ることへの配慮をお願いしたい。 
   ② 訓練によって明らかになった課題と住民の意見を踏まえ、新潟県、柏崎市、刈羽村

３者の強力な連携のもと、より実効性のある広域避難計画の策定をお願いしたい。 
   ③ 原子力と地震、豪雪、風水害、猛暑等の自然災害との複合災害時における、より安

全な住民避難の方法について、地域の特性を踏まえた対応をお願いしたい。 
 
 【回答】 
 ①について 

住民避難訓練では、バス、自家用車に加え、航空機、船舶による訓練、要配慮者避難のた

めの福祉車両など、あらゆる避難手段の訓練を実施するとともに、冬季、夜間、停電時を想

定した様々な訓練を、規模の拡大を図りながら毎年実施しております。 
また、訓練の実施に当たっては、参加者からのご意見、訓練結果等をとりまとめて問題点

や課題を整理し、次年度の訓練に生かしております。 
今後も、新潟県、刈羽村、関係自治体や関係機関と連携し、訓練参加地区とも協議を行い

ながら、様々な想定や避難手段による訓練を実施してまいります。 



②について 
 令和６（２０２４）年度の訓練ではこれまでの訓練参加者の意見や課題を踏まえ、複合災

害時を想定した自衛隊による除雪訓練や一時集合場所以外でのバス乗車の訓練など、新たな

取組を加えて訓練を行っております。 
今後も関係者間の連携を図りながら、訓練による対応力の向上を図るとともに、訓練の実

施、検証を繰り返しながら、避難の実効性を高める取組を進め、適宜、柏崎市原子力災害広

域避難計画に反映してまいります。 
 
③について 
 内閣府が主導する柏崎刈羽地域原子力防災協議会において緊急時対応を策定中であり、原

子力災害と大雪など自然災害との複合災害時の対応についても、国、県、市町村、関係機関

が連携し検討を進めてまいります。 














